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序　　　　　文

テュニジア共和国は、1957年以来家族計画推進事業を展開し、人口増加率は着実に減少してお

り、第８次５カ年計画の中でも地方における家族計画の普及や高次な人口問題解決について言及

され、その取り組みが行われました。

かかる状況下、テュニジア共和国政府はわが国に対し、家族計画にかかる啓蒙普及の拡充を図

るべく協力を要請し、それを受けて国際協力事業団から1990年には予備調査団、1991年には基礎

調査団、1993年には事前調査団が派遣され、その調査結果に基づき、ＩＥＣを主眼とした家族計

画・啓蒙教材制作にかかるプロジェクト方式技術協力を1993年３月から1998年３月まで５年間を

協力期間として実施しました。現在は 1999年３月までの１年間の延長協力を実施していますが、

同国はフォローアップ協力が終了する 1999年３月をめどに、次なる展開としてモデルエリアにお

ける啓蒙普及実践等（ＫＡＰ調査実施とそれを反映した教材制作や普及ツールの開発）を主眼とし

たプロジェクト方式技術協力（フェーズ２）を要請越しました。

これを受け、国際協力事業団は、本協力分野にかかるプロジェクト方式技術協力実施の可能性

について調査すべく、1998年５月 23日から 1998年６月４日までの日程で国際協力事業団国際協力

総合研修所国際協力専門員　吉田昌生氏を団長として事前調査団を派遣しました。

本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本件調査にご協力いただき

ました関係各位に対しまして、深甚なる謝意を表しますとともに、本プロジェクト実施に向けて、

今後ともご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

平成 10年５月

国際協力事業団

理事　小　澤　大　二
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１．事前調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

テュニジア共和国（以下、テュニジア）は、1957年以来家族計画推進事業を展開し、人口増加率

は着実に減少している。しかし、コミュニケーションが困難な地方農村地域等においては家族計

画の普及が遅れており、テュニジア国内での地域格差は大きい。この背景には、宗教的背景によ

る女性に対する教育機会の不均等などがあげられている。そのため、特に地方に居住する女性や

その配偶者である男性により理解されやすい形での家族計画の普及が望まれており、第８次５カ

年計画の中でも地方における家族計画の普及や高次な人口問題解決について言及されている。

かかる背景よりテュニジア政府は、家族計画にかかる啓蒙普及の拡充を図るべくわが国に協力

を要請した。これを受けて国際協力事業団から 1990年には予備調査団、1991年には基礎調査団、

1993年には事前調査団が派遣され、その調査結果に基づき、テュニジア国家家族人口公団（ＯＮＦ

Ｐ）を相手国実施機関とし、ＩＥＣを主眼に置き、家族計画にかかる啓蒙教材制作を主な内容とし

た本プロジェクトを1993年３月から 1998年３月までの５年間を協力期間として実施した。1998年

９月の終了時評価調査団では、ビデオ制作における技術移転がほぼ達成されたとの評価を受けた

が、協力期間の後半になって導入された印刷教材制作については、なお改善の余地があるとの結

果に至った。そのため、協力活動のフォローアップとしてプロジェクト期間の１年延長を実施中

である。かかる状況を踏まえ、同国はフォローアップ協力が終了する 1999年３月をめどに、次な

る展開としてモデルエリアにおける啓蒙普及実践等（ＫＡＰ調査実施とそれを反映した教材制作や

普及ツールの開発）を主眼としたプロジェクト方式技術協力（フェーズ２）を要請越した。

本要請を受けて、同国側の要請内容と実施体制および協力実施計画等を調査・協議することを

目的として、事前調査団を 1998年５月 23日から 1998年６月４日まで派遣した。

１－２　調査団の構成

担　　当 氏　　名 所　　属

団長 総　　括 吉　田　昌　生 国際協力事業団国際協力総合研修所

国際協力専門員（教育メディア）

団員 協力計画 青　木　利　道 国際協力事業団医療協力部

医療協力第二課課長代理

団員 人　　口 橋　本　佳珠子 国際協力事業団基礎調査部

基礎調査三課ジュニア専門員

団員 通訳（仏語） 柴　田　都志子 財団法人日本国際協力センター研修監理員
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移動および業務

1 5／ 23 土 11：40　成田発（JL405）（青木団員以外の団長以下、計3名）

16：55　パリ着

2 5／24 日 12：30　パリ発（AF3134）

13：50　テュニス着

3 5／25 月 午　前　ＪＩＣＡ事務所、日本大使館表敬、ＯＮＦＰ総裁表敬

午　後　プロジェクト専門家との打合せ

4 5／26 火 人口教育促進プロジェクト専門家との協議

5 5／27 水 午　前　青木団員テュニス着

バルドー診療所、バルドー印刷所視察

ＵＮＦＰＡ表敬・情報収集

ＯＮＦＰとの協議

6 5／28 木 ＯＮＦＰ技術部長、診察部長プレゼンテーションおよび協議

普及部長プレゼンテーションおよび協議

ＯＮＦＰ（南々）協力センター視察

図書部長プレゼンテーションおよび協議

ＯＮＦＰケロワン支部長プレゼンテーションおよび協議

ＯＮＦＰタタウィン支部長プレゼンテーションおよび協議

7 5／29 金 ＯＮＦＰとミニッツ内容の調整

タタウィンへ移動

8 5／30 土 タタウィン視察（ＯＮＦＰ所管診療所ほか）

午　後　タタウィンからテュニスに向けて移動、経由地泊

9 5／31 日 テュニスへ移動、団員打合せ

10 6／1 月 ＯＮＦＰとミニッツ協議

11 6／2 火 日本大使館報告、ミニッツ最終協議

19：30　ミニッツ署名、ＪＩＣＡ事務所報告

12 6／3 水 14：00　テュニス発（TU722）

17：20　パリ着

20：20　パリ発（JL406）

13 6／4 木 15：00　成田着（JL406）
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１－４　主要面談者

（1）テュニジア側関係者

1） 国家家族人口公団（Office National de la Famille et de la Population：ＯＮＦＰ）本部

Dr. Nebiha GUEDDANA 総裁

Ms. Saloua DARGHOUTH ＪＩＣＡプロジェクトコーディネーター

視聴覚制作センター長

Dr. Zied LAATIRI コミュニケーション部長

Dr. Salah MEDDEB 家族保健部長兼ＵＮＦＰＡプログラム責任者

Mr. Men MESSAOUD FETHI 国際研修センター長

Mr. Ben YAHIA CHOKRI コミュニケーション部組織活動課長

2） タタウィンにおける面談者

Mr. Emna Aidoudi ＯＮＦＰタタウィン県支部長

（2）日本側関係者

1） 在テュニジア日本国大使館

野　口　雅　昭 特命全権大使

須　藤　　　亨 三等書記官

2） ＪＩＣＡ事務所

辻　岡　紀　樹 所長

竹　本　啓　一 所員
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２．総括

（1）国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）は、1998年６月に接到済みの要請書を補足／改訂する内容のプ

ロジェクトＴＯＲ（同年９月に入手した補足資料に則するもの）を調査団に対し提示し、わが国

に対する要請についての詳細な説明を行った。

（2）ＯＮＦＰは、フェーズ１におけるわが国の協力によりビデオ制作能力が定着したことを高く

評価しており、今後も家族計画普及用教材の作成に対する支援が継続的に実施されることを要

望している。

（3）ＯＮＦＰは 1994年のカイロ会議の合意事項を基に、公団の活動のテーマを家族計画からリプ

ロダクティブ・ヘルスへと拡大しており、すでに性感染症、産前産後検診、青少年教育、更年

期障害等に関連する教育啓蒙活動を展開し始めている。

（4）ＯＮＦＰは活動テーマの拡大に伴う対象人口の増加および対象グループの多様化を受け、主

として印刷能力の強化による教育教材の種類の拡大および情報収集能力の強化が急務であると

認識している。これに関し先方は、

①　フェーズ１でのＡＶセンター整備と類似のアプローチによる印刷機材の整備

②　同アプローチによる情報ネットワークのためのコンピューター等関連機材整備

③　それぞれの機材に付随する技術移転

を特に要望した。

（5）双方は、「教育教材の企画・制作・普及にかかる包括的な能力向上を通じたリプロダクティブ・

ヘルス教育の強化」をプロジェクトの目的とすることで合意した（つまり、教材制作に伴う計画

段階、制作段階、実施段階、モニタリングを含む包括的な意味での教材制作をプロジェクト活

動の視野に入れていることについて先方の一定の理解を得られた。ただし、日本側が今後どの

ような形で関与していくのかといった具体的側面については、内容を両者で詰めていく必要が

ある）。

（6）しかし先方は、プロジェクトの中心として

①　印刷機材供与（先方の要請では、デジタル編集機、オフセット印刷機、製本機の３分野で

合計約 150万テュニジア・ディナール（ＤＴ）、日本円換算で約１億 8,000万円）

②　情報ネットワーク（コンピューターネットワークの構築、規模は不明）
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の２分野を主要項目として想定している。そのほかにもモデル地区でのＩＥＣ調査等いくつか

の単発かつ小規模の活動項目はあるものの、全体としては印刷教材の制作に特化した内容であ

ることを強調した。

（7）上記要請項目に則し協議したが、上記内容での新プロジェクトの実施については、まだ双方

でいっそうの議論が必要である。リプロダクティブ・ヘルス教育促進（企画・普及、モニタリン

グまでを含めた形での）の一手段としての印刷部門の強化であれば全体との整合性のなかで検討

できるが、現時点での先方の要望が印刷部門強化に傾斜していることからプロジェクトのアウ

トプット、活動内容については合意に至らなかった（リプロダクティブ・ヘルス教育促進を行う

というプロジェクトの目的自体については合意したが、その達成手段について印刷所整備を主

要項目とする先方と、同分野の包括的な教材制作を想定している日本側の間で内容に隔たりが

あった）。

（8）したがって、合意した部分と今後の検討課題として残されている部分（合意していない部分）

を明示した形でのミニッツを調査団長とＯＮＦＰ総裁の間で６月２日に署名した。
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３．要請の背景

テュニジアは、1964年より国家的な家族計画普及活動を実施しており、家族計画普及率は 1995

年までに59.7％にまで上昇し、人口増加率も右を反映し1994年に 1.7％に低下している（1966年は

3.01％）。他方、家族計画からリプロダクティブ・ヘルスへの活動対象の拡大に伴い、国家家族人

口公団（ＯＮＦＰ）の教育普及能力の強化が必要となってきており、フェーズ１において実施され

たＡＶセンター整備の次の段階としての印刷所および情報センター整備を中心とするプロジェク

ト方式技術協力を要請越したものである。

なお、テュニジアよりの本件プロジェクトに対する正式要請は、1997年６月に公式ルートを通

じて接到済みであったが、情報が不十分であったことから、これまで国内において詳細な検討が

なされていなかった。調査団現地到着後のＯＮＦＰとの協議により最新版のＴＯＲが調査団に対

し提出され、要請内容が明確になった。
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４．人口開発計画の現状

４－１　人口政策

テュニジアは早くより人口を開発における重要なコンポーネントと位置づけ、法的・制度的環

境の整備と家族計画普及サービスを同調させながら、人口政策を推進してきた。1960年代初頭に

策定された第１次経済社会計画は国民の生活水準の向上をその中心とし、家族計画の普及を通じ

た出産調節が開発の鍵とされていた。1956年の結婚年齢および一夫一婦制に関する法律の策定を

皮切りに、1964年には家族計画の実験計画を開始した。1966年には人口抑制政策が打ち出され、

これに伴い家族計画プログラムは全国展開された。テュニジアの人口・家族計画の歴史にみられ

る特徴は、保健省が中心となりトップ・ダウンで活動が展開されたことである。多くの国では、政

府の明確なコミットメントが存在せず、家族計画サービスはコミュニティーやＮＧＯ等を通じて

草の根から発生することが実状であるが、テュニジアにおいては、政府主導であることの特性を

生かした法律の制定（避妊、妊娠中絶に関するもの）および少子を奨励する経済的措置の設置を

行っており、これらが出生率の低下に大きく影響したといわれている。また、家族計画が国家的

政策として推進されたことにより、活動の安定した展開および質の維持が確保されたことは確か

であろうと思われる。1973年には国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）の前身であるＯＮＰＦＰが創立さ

れ、翌 1974 年には政府による活動の全体的方向を決定するための人口問題最高審議会が設立さ

れ、首相以下多省庁の連携のもと、国家レベルの意志決定の仕組みが強化された。

テュニジアで人口・家族計画に関する政策が導入された当初は、新マルサス主義の流れを汲ん

だ考え方を軸としていたが、1970年代後半より、次第に母子の健康という概念が取り入れられ、

1988年には人口抑制のための家族計画関連活動から家族保健推進のための活動へと姿勢が変化し

た。

1994 年の世界人口開発会議（通称カイロ会議）を経て、家族計画に関する第９次５カ年計画

（1997～ 2001年）においては、リプロダクティブ・ヘルスの推進をプログラムの中心に据え、従来

の家族計画の普及を中心とした活動に加え、性感染症、思春期保健、不妊、更年期、乳ガン／子

宮ガン検診等を含む包括的なサービスを展開することとしている。したがって、ＯＮＦＰの活動

も家族計画普及から広くリプロダクティブ・ヘルスを対象としたものに変革している。第９次計

画では、特にサービスの地域間格差の是正に関し、日陰地域（南部および中西部の貧困地域）と呼

ばれる地域に対する活動の強化等、より積極的に取り組んでいくとの姿勢をとっている。なお、リ

プロダクティブ・ヘルスの推進に関するＯＮＦＰの役割は、①リプロダクティブ・ヘルスにかか

る定義・概念の策定、②基礎保健（プライマリー・ヘルスケア）を通じたリプロダクティブ・ヘル

ス・サービスの提供、および③リプロダクティブ・ヘルス・プログラムの評価、であるとしてい

る。
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政府の積極的な人口政策は、テュニジアの人口指標に大きく作用した。1966年に 7.15であった

合計特殊出生率は 1994年までに 2.90へ低下し、自然増加率も 1966年の 3.01％（／年）から 1994年

の 1.7％（同）へと低下している。また、1994年から実施された南部および中西部の貧困地域に対

する特殊関与により家族計画普及率は大幅に上昇し、1996年 12月時点の数値は全国 53.8％、最も

普及率が低い県（シディ・ブズディ）でも29.1％に達している。出生率の低下は家族計画の普及の

みならず多くの要因が複雑に関係しているが、ＯＮＦＰの試算によると、1966年から 1994年の出

生率の低下の 44％は家族計画の普及が直接の要因になったとされている。

４－２　人口政策における人口教育促進プロジェクトの位置づけ

テュニジアのリプロダクティブ・ヘルスの最優先課題は、第９次計画にもあるようにサービス

の地域間格差の是正およびリプロダクティブ・ヘルスの斬新的な展開である。テュニジアの人口・

家族計画にかかる活動は、上記のとおり過去30年間大きな成果をあげているが、サービスの対象

が家族計画からリプロダクティブ・ヘルスへと拡大されたことに伴う新しいチャレンジに遭遇し

ている。

第一に、対象人口の増加および多様化である。家族計画サービスにおいて対象としていた主と

して出産可能年齢の女性に対し、リプロダクティブ・ヘルス・サービスでは児童・生徒・学生、男

性、閉経後の女性等対象となる集団が多様化し、また提供するサービスも思春期保健からガン検

診まで幅広いものとなっている。これに伴い、ＯＮＦＰでは多種多様な情報を異なる年齢／性別

の集団に対して発信するための啓蒙普及方法の強化を検討している。対象とする集団および伝え

ようとするメッセージの種類によって、有効なメディアおよびアプローチの仕方も異なると考え

られるが、現在ＯＮＦＰが有しているキャパシティーでは不十分と思われるところもあるとして、

ＯＮＦＰはわが国に対し、印刷メディア技術の向上をプロジェクトの一部として要請越している。

また、従来より課題とされてきた日陰地域に対するサービスの普及のため、地域の特性に特化

した教材の開発およびかかる地域への特別普及プログラムの戦略開発も必要とされている。日陰

地域と称される地域は地域的独自性が強く、主としてテュニス等の都市住民を対象として作成さ

れた啓蒙活動は受け入れられないことが多い。現在フォローアップ期間中である人口教育促進プ

ロジェクトにおいては、南部の貧困地域であるタタウィン県でのＫＡＰ調査および小学校教員を

地域の普及員として活用するパイロット・プロジェクト等が実施され、社会的に家族計画が受け

入れにくかった地域に対する重要な足がかりがつくられたとの評価がなされている。ＯＮＦＰは、

それら足がかりを発展させ、タタウィン県におけるさらなる活動および類似地域における応用に

意欲的である。

異なるサービスの内容、対象人口、対象地域等に効果的にリプロダクティブ・ヘルスのメッセー

ジを伝達し、サービスを供給していくためには、情報の入手および交換が重要である。ＯＮＦＰ
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は、コンピューターのネットワークを利用して先進国および国際機関からのリプロダクティブ・

ヘルスに関する最新情報を遅延なく入手し、それらをＯＮＦＰのサービスに生かしていきたいと

考えている。また、同時にＯＮＦＰの各県支部をコンピューター・ネットワークで連結し、サー

ビス需給の情報、指導・助言等が円滑に行われる体制を整備したいとの希望をもっている。

ＯＮＦＰが人口教育促進プロジェクト（フェーズ２）において協力を要望している内容は、テュ

ニジア政府の人口政策と整合するものであると思料されるが、その費用対効果およびわが国技術

協力の必要性については、さらに検討していく必要があろう。
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５．協力分野の現状と問題点

５－１　国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）の実績

ＯＮＦＰは 1973 年に人口に関する政府の政策実行を担当する公的機関として８省庁と３団体

（ＮＧＯ）の協力により創立され、保健大臣の指導下に置かれている。ＯＮＦＰの主な活動内容は

概要以下のとおりである。

（1）家族計画／リプロダクティブ・ヘルス普及のためのＩＥＣ

ラジオ放送、テレビ放映、教育用印刷物を利用した家族計画／リプロダクティブ・ヘルス

普及活動。1980年代半ばまでは、主として女性を対象としたものであったが、近年、男性へ

の積極的関与等対象人口の拡大に積極的に取り組んでいる。ＩＥＣを支援するために、視聴

覚メディア制作センターが設置され、毎年 20本程度のビデオ作品がセンターで制作されてい

る。

（2）フランス語圏およびアラビア語圏を中心とした国際研修の実施

1978年以来、主としてアフリカおよび中近東地域の家族計画に関連する医療従事者、社会

教育関係者、行政責任者等に対する各種コースを開催し、1995年までにのべ 38カ国 719名の

研修員を受け入れている。研修コースは、ＯＮＦＰ本部での講習のほか、家族計画サービス

施設やＯＮＦＰ地域支部での実習を含み、国際機関等からの高い評価を得ている。家族計画

分野の南々協力におけるＯＮＦＰ研修センターの役割はきわめて大きく、ＯＮＦＰはセン

ターの新家屋を建設中である。

（3）家族計画およびリプロダクティブ・ヘルス・サービスの提供

ＯＮＦＰは全国50カ所に診療所および 105カ所のユニットをもち（1997年）サービスの提供

に当たっている。保健医療施設へのアクセスが悪い地域においては、エキップ・モービル（設

備および医師・看護婦を伴う移動検診車）およびクリニック・モービル（無人の診療所を看護

婦らが定期的に訪問し住民の相談に応じる）等を通じて積極的に住民にアプローチする方法も

とられている。家族計画普及率が低い地域に対する特別プログラムも実施されており、特に

対象地域出身のアニマトリス（普及員）を媒体とした家族計画促進活動は大きな成果をあげ

た。右活動はきわめて有効性が高いことからその継続は切に望まれているが、資金不足によ

り中断される可能性もある。



- 11 -

（4）基礎調査の実施

アリアナ母子衛生調査研究センター等において、リプロダクティブ・ヘルスにかかる各種

調査・研究を行っている。

（5）ＮＧＯ等諸団体に対する技術支援および相談

ＯＮＦＰは政府人口政策の早い段階より、実施機関として活動を行ってきたことから、

テュニジア政府の人口・家族計画における達成はＯＮＦＰの活動実績と考えてよいであろう。

４－２に記したとおり、家族計画はめざましいスピードで普及し、出生率も低下した。また、

自国の経験を広く近隣諸国に活用させるべく上記国際研修センター等を通じた活動を実施し

ていることも特筆に値するであろう。ＯＮＦＰの運営管理能力は高く評価されており、多く

の国際機関（ＵＮＦＰＡ、ＷＨＯ、世界銀行）および二国間援助機関（日本、ＥＵ等）がＯＮＦ

Ｐをパートナーとして協力を行っている。これらの実績を背景にテュニジアは 1994年、ＵＮ

ＦＰＡより“Center of Excellence”（優良センター）の指定を受けている。

５－２　人口教育促進プロジェクトのこれまでの実績

標記プロジェクトは附属資料①にあるとおり、1993年３月 23日～ 1998年３月 22日まで協力予

定であったが、プロジェクト終了に先立ち、1997年９月に実施された終了時評価調査団の提言を

受け、1999年３月 22日まで１年間のフォローアップ協力が決定され、現在、同協力中となってい

る。

評価調査では、1993年３月に署名された協議議事録の内容および1993年 11月の計画打合せ調査

時のミニッツの内容に則し、現地調査および先方との協議が行われた。その結果、以下の概要の

とおり協力効果に関して評価されている。

（1）本プロジェクトについては先方が整備するスタジオ施設に対し、日本がビデオ制作機材等

を供与し番組制作に関するカウンターパートを育成することが主要な目的となっている。ス

タジオ建設については先方の整備遅延はあったものの、ＡＶセンターの整備および制作に関

する技術移転は円滑に行われた。当初、先方カウンターパートは日本側専門家の指導下でし

か番組制作を行い得なかったが、プロジェクト終了ごろには独力で番組制作が可能となった。

（2）モデル地域の変更がいくたびかあったが、最終的にはタタウィンとカセリーヌがモデル地

域として選定された。タタウィンでは家族計画に関する基礎調査が日本人専門家によって実

施され、その結果を踏まえて、すでに新しい教材を利用しての啓蒙普及活動が開始された。特

にこれまであまりなされていなかった男性配偶者への啓蒙などが開始されたことは特筆に値
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する。また、カセリーヌについては日本人専門家による基礎調査は実施されていないが、す

でに先ＯＮＦＰによる活動が軌道に乗っており、各クリニックでは受診者台帳による対象者

の管理が行われていた。

（3）本プロジェクトはリプロダクティブ・ヘルスを長期的課題としているＯＮＦＰのもと、同

分野の普及のための教材制作支援を行ってきた。また、支援の一環としてモデル地域での基

礎調査や、テュニスでのリプロダクティブ・ヘルスセミナー開催などもプロジェクト後半に

は行い評価されている。

（4）上記のとおり、評価調査時には評価されたが、プロジェクト活動のいっそうの強化のため

にはタタウィンでの基礎調査の継続や、ビデオ番組制作以外の教材制作（具体的には印刷教

材）、リプロダクティブ・ヘルスセミナーの継続などが望まれ、１年間のフォローアップ協力

の実施が提言されている。そのため、現在、協力規模を絞り込んでの支援を継続中である。
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６．要請の内容

先方から附属資料②のとおり仏文要請書が提出されたが、同要請書を和文にしたのが以下の内

容である。先方としてはこれまでスタジオでの番組制作を主要協力課題としてきたので、次期プ

ロジェクトについては印刷機材、コンピューターのいっそうの活用（データベース構築）を主要課

題とした内容でのプロジェクト構成を望んでいるとのことであった。

〈要請書和文〉

家族計画・リプロダクティブ・ヘルス・教育促進

国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）／ＪＩＣＡ協力計画（1999～ 2004年）

（背景と正当性）

1966年に国家人口教育計画が開始されて以来、普及分野は常にその主要な構成部分をなしてき

た。現行の避妊実施率（59.7％）は、普及活動と関連各種サービスの質的・量的増進によって達成

された成果が一致していることを示している。

カイロ人口会議（1994年）の提言を採用することによって、家族計画は健康問題に対する総合的

なアプローチへ方向転換することになった。産前産後を対象とする各種サービスはすでに多様化

されていたが、そのおかげで、家族計画は以下のようなリプロダクティブ・ヘルス分野の新たな

構成内容の統合化へとしだいに向かいつつある。

＊性器感染症と性病の予防と治療

＊青少年の性教育

＊子宮頸ガンと乳ガンの早期検診

＊更年期障害の予防と治療

＊不妊症

＊男性の不妊相談への対応強化

「リプロダクティブ・ヘルス」の概念を支持することは、各種保健ケアの内容と対象人口集団の

拡大を意味する。ということは今後、男女・青少年のニーズを考慮しながら、性保健の予防対策・

促進を目的とした、各種の措置・方法・技術・サービス部門を含めた新たな諸計画を実施するこ

とである。

この観点からして、人口教育の必要が増大しているだけに、リプロダクティブ・ヘルスのニー

ズはなおさら大である。

計画は今後、既婚再生産可能年齢女性（ＦＭＡＲ）の人数が現在の 118万 7,000人から、2006年

には 144万人になると予測されている増加への対策と、避妊実施率を 59.7％から 68％までに上昇
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させるために、いっそうの努力を払わなければならない。またＦＭＡＲの約 10％に相当する部分

で、いまだに応えられていないニーズの大半を、2006年までに充足させることをめざすものであ

る。

その他、男性の避妊促進の面でもさらなる努力が必要である。コンドームの使用は性感染症・

エイズ撲滅に関する国家計画の開始以来、ふたたび関心を集めているが、1994年にＥＴＳＭＥが

行った調査によると避妊実施率に占める割合は６％を超えていない。不妊手術はほとんど行われ

ていない。

リプロダクティブ・ヘルスに関連した婦人科系の各種疾患は、同じくＯＮＦＰが対処すべき主

要な課題のひとつである。

生殖器のガンや更年期障害に伴う罹患率には懸念させるものがある。診断がとかく手遅れにな

りがちな乳ガンは女性固有の腫瘍罹患率の 27.5％を占めている。1996年 10月にケク県ビル・ヘ

ディ地区で行われたリプロダクティブ・ヘルス関連調査によると、ＦＭＡＲのなかで、１つない

し複数の更年期障害経験者は 96％、乳房関連障害の受診者 6.7％、子宮関連障害の受診者 10.8％

であった。

青少年保健はリプロダクティブ・ヘルスのなかでも優先部門として認められている。1994年に

17～ 24歳までの青年2,681人を対象に行った性に関する知識・態度・習慣に関する定性調査、ま

た中高校生大学生を対象に行った最近の調査の結果、性保健全般と特に性感染症・エイズ予防に

関する青少年向けの情報不足が明らかになった。思春期を迎えることについてあらかじめ教えを

受けていた若者は２人につき１人以下で、４人につき１人は性感染症の一種類についてしか知識

がない。

このような状況のもとに、家族計画／リプロダクティブ・ヘルスの主要サービスプロバイダー

であるＯＮＦＰは、計画実施のために人的・技術的手段のいっそうの動員が求められている。

保健関連の公共・民間部門、ＮＧＯ、その他の社会パートナーによる協力・強化はＯＮＦＰの

主要課題のひとつである。

その対象となるのは公共部門に属する医療・医療補助・社会教育従事者で、内訳は産婦人科医

38人、総合診療医 18人、基礎保健センター（ＣＳＢ）所属助産婦 176人、看護婦 39人である。計

画に参加している啓蒙員は 192人で、そのうち 19人が男性（小学校教員）である。これはＯＮＦＰ

職員の 18％に相当するが、ＦＭＡＲ 6,400人につき１人の啓蒙員という割合になる。このほかに

「僻地（日陰地域）」プロジェクトの枠内で雇われている臨時啓蒙員 155人がいる。

民間部門での協力を担うのが開業医と薬局部門である。推定では、総合診療医 1,500人のうち

30～ 40％がすでに家族計画の基礎研修を受けている。

開業医の技術的能力はあまり利用されていないように見受けられる。資格のある医師の数が増

加した結果として、今日では遠隔地にまで医師が進出している傾向があるだけに、この可能性は
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なおさらといえる。これらの開業医は、とりわけ専門サービスが確立されていない地域で家族計

画関連サービスの供給を果たしつつある。

薬局部門との協力活動は、薬局と地域住民との密接な関係からして、本計画にとって重要なの

は明らかである。テュニジア国内には 1997年現在、薬局が 1,300軒あり、１日当たりの客数は４

万人、薬剤師と調剤助手の 60％は女性である。

この面での活動は少なくとも２つのレベルに位置づけられる。ひとつは製品の導入と、ＯＮＦ

Ｐ普及部との共同市場戦略の策定、もうひとつは客の期待するカウンセリング業務である。

このほか、薬剤師側は、主にポスターやショーケースを通じてコンドーム使用促進に協力する

意向を表明している。

家族計画分野をリプロダクティブ・ヘルスの概念の周辺に強化発展させるに際して、すでに以

下のような他部門との協力関係の伝統がある。

社会福祉事業・教育・農業・職業訓練・女性団体・開発分野ＮＧＯ・

青少年分野ＮＧＯ・テュニジア家族計画協会（ＡＴＰＦ）

ＮＧＯ活動のインパクトはＡＴＰＦの例は別として、サービス供給よりも啓蒙・教育活動の分

野の方が大のようである。この役割は目的とパートナーの独自性に応じて明確化し、発展させる

必要がある。

ＯＮＦＰは計画管理を向上させ、現状の諸要求に適応するために、本部と地方レベルにおける

組織再編成と各種サービスの近代化をめざす政策に取り組むことになった。

この戦略のもとに研修分野は優先的な位置を占めている。国民の絶えず増大するニーズへの対

応能力を強化し、技術・教育・管理面でのプロバイダーの介入範囲を拡大するのに貢献している

からである。

国際研修センター（ＣＩＦ）は家族計画／リプロダクティブ・ヘルス研修分野で国の基準となる

施設であるが、ここではリプロダクティブ・ヘルス関連プログラムに向かいつつあり、カリキュ

ラム改訂、関係人員（医師・助産婦・麻酔医・薬剤師・社会教育担当員・計画管理者等）の実習指

導のために、各種研修機関と協力している。

医師や医療補助従事者に対する基礎教育のなかでは、依然として家族計画はそれにふさわしい

位置づけが認められていない。助産婦については、３年間の研修期間中に、家族計画のために充

てられている時間はわずか10時間に過ぎない。基礎研修を終了した助産婦は、ＯＮＦＰ組織内で

家族計画研修を受けることを義務づけられている。

調査によると、プロバイダー 10人につき１人は基礎研修後の補足的な理論研修を受けていず、

１／３が２週間以下の研修を受けている。同様に調査を受けたプロバイダーの１／３は基礎研修

を全く受けていないと回答している。プロバイダーの１／３は、主に避妊の動機づけと説得の面

での「コミュニケーション」の問題を抱えていると表明している。
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研修ニーズを特定することによって、種々の研修形態に有効な教材（印刷教材・ＡＶ教材・双方

向教材等）が不足していることが明らかになる。

カウンセリングと個人間コミュニケーション部門は、当該計画によって実施されるべき優先課

題のなかに含まれている。

リプロダクティブ・ヘルスの概念を資格のさまざまなプロバイダー全員が自分のものにし、と

り入れることができるようにするためには、関係者全員の再教育プログラムによって、その理解

を深めることと、地域住民に対して各種の良質の保健サービスを提供することが必要である。

ＣＩＦは過去の経験を生かして1978年からプロバイダー・指導人員の職場研修と再教育を実施

し、また南側諸国との交流・協力ネットワークを発展させてきた。こうして地域・アフリカ圏・国

際レベルにおいて重要な役割を果たしている。

このような背景のもとにＣＩＦでは 1980年以来、アフリカ仏語圏諸国、アラブ諸国から人口・

家族計画のプロバイダー、管理者、決定者など約 1,000人の研修者を受け入れてきた。

カイロ人口会議の結果、ＣＩＦは1994年の開始以来、テュニジアが議長国を務める南々協力イ

ニシアチブの枠組みの下で、メキシコ・インドネシア・タイと並んでＵＮＦＰＡから優良センター

の指名を受けた。

これらのパートナーシップ創立諸国は国際社会で自国の家族計画を成功させた国として認めら

れ、途上国に対して各々のノウハウと経験を輸出する能力がある。

このような背景のもとに、ＯＮＦＰはそのプログラムの有効性に支えられて、ＣＩＦでの活動

手段を増強するための努力を継続的に行っている。

ＣＩＦの新しい本部の建設が目下、テュニス市内北部の中心部で進行中である。

各種ニーズの特定を究めた後、ＯＮＦＰは目下、公団内の組織や支援体制に新たな活力の刺激

を与えようとしている。このレベルで、研修と情報という二重の使命をＡＶ制作、出版、資料収

集活動を通じて果たしている普及部門に、とりわけ関心が寄せられている。

これら３つの活動内容は互いに補完的な性格を有していることから、それらの活動に対しては

連携的な管理が必要である（ミクロ版編集／マルチメディア／資料ネットワーク）。

これはＯＮＦＰが従来から、家族計画／リプロダクティブ・ヘルス教育・研修にかかわる公的

機関やＮＧＯから、彼らの活動を支える各種教材整備を要請されているだけに、なおさらなこと

である。

視聴覚活動の展開を担っているのが、「人口教育促進計画（1993～ 98年）」の一環として日本政府

の援助により開設されたＡＶ制作センターである。同センターで制作された教材は、同じくこの

協力プロジェクトの下に強化されたＡＶ機材のおかげで、地方保健センターや移動クリニックに

よって利用されている。これらの教材に接する女性数は年間約 40万人である。

新たなリプロダクティブ・ヘルス構成要素の統合、プロバイダーと主に若年層を中心とした受



- 17 -

容者の種類の拡大をめざす状況下での本プロジェクトの継続は、通信用ニューテクノロジーの統

合と、マルチメディアへのアクセス（ウエブサイトの設計管理、ＣＤ－ＲＯＭのコンセプトづく

り、画面上でのレイアウト作成、双方向型プロジェクト等）によって効率的に実施されるだろう。

家族計画／リプロダクティブ・ヘルスの全構成要素を扱い、地域住民や関係パートナーたちの

特徴に配慮した教材のコンセプトづくりと企画は、計画を促進するうえで、重要な支えとなる。

ＯＮＦＰは所属印刷所のＤＴＰ（デスクトップ・パブリシング）能力を向上させながら、この活

動の具体化をめざす努力を行っているが、そのためには印刷所の老朽化した機材が障害になって

いる。

人口分野でのある情報、また作成、処理、組織化され、迅速にアクセス可能なある資料の及ぼ

すインパクトは歴然としており、そのためにＯＮＦＰは資料管理の近代化をめざしつつある。

人口分野での資料情報センター設立の趣旨はすでに明らかである。センターの目的はＯＮＦＰ

内部での教育・研修・普及・研究活動を支援し、同時に研修生や指導員、研究者たちに豊富で多

様な資料を提供することにある。

このほか、センター設立によって、ＣＩＦとアリアナ母子衛生調査研究センターの活動も支援・

強化されるだろう。

（総合目的）

家族計画／リプロダクティブ・ヘルス計画の実施手段・体制を教育・指導、研究の側面で強化

していく。

目的１

ＡＶ制作センターの技術的ポテンシャルを以下によって発展させる。

＊マルチメディアやデジタル編集などの特殊技術の統合

＊同分野での技術者の専門研修

目的２

ＯＮＦＰ印刷所の能力を以下によって向上させる。

＊印刷・製本機材の近代化

＊版下製作・印刷技術システムにおける技術要員の研修

目的３

人口分野資料情報センター計画を以下によって支援する。

＊データベース化・文献作成・資料収集活動実施に必要な情報機器の支援

＊ライブラリーの操作要員とＯＮＦＰ地方支部資料室とを結ぶ情報ネットワークとその拡

大システムの導入

＊資料収集技術とデータベース管理の分野での職員研修
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目的４

ＣＩＦの活動を以下によって支援する。

＊研修プロバイダーの特殊性に適合したビデオ教材・印刷教材で、同時に研修講座で副教

材として使われ、必要な技術情報を伝達し、カウンセリング活動を紹介する内容のビデ

オカセットによる自主研修システムでも利用できるような教材の制作

＊ＩＥＣ研修教科内容企画への支援

＊応用研修用指導機材の供与（卵管結繋技術実施指導用機材一式）

目的５

主としてＩＥＣ分野における関係諸機関やＮＧＯとのＯＮＦＰのパートナーシップ活動を、

以下により支援する。

＊セミナー、ワークショップ、その他の研修・指導行事の開催

＊男性・青少年・独身若年層を対象にＮＧＯを通じて行う啓蒙活動に必要な教材の開発

＊農村部・都市周辺部の優先地域、特にプロジェクトのモデル地域に対するＯＮＦＰの努

力をパートナーシップのもとに支援する

目的６

第９次経済社会開発計画の期間中に実施される以下の調査研究レベルで、ＯＮＦＰの研究

活動を支援する。

＊ＩＥＣ教材の有効性とインパクトに関する調査

＊家族計画／リプロダクティブ・ヘルスに対する都市周辺部住民の受容性と行動に関する

調査

＊家族計画に対するサービスプロバイダー要員の意識と態度に関する調査

＊若年層向けのリプロダクティブ・ヘルスサービスプロバイダー要員の意識と態度に関す

る調査

＊1999年度「女性・家族・人口」全国調査
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７．他機関の実績

７－１　国際機関の支援動向

テュニジアの人口分野における最大のドナーはＵＮＦＰＡである（７－３に詳述）。世界銀行

は 1991～ 97年に実施されたプライマリー・ヘルスケア（ＰＨＣ）に関するプロジェクト（2,600万

ドル相当の融資）において、家族計画のＰＨＣへの統合を支援した。ＷＨＯは、1996～ 97年に総

額およそ210万ドルの母子保健プロジェクトを実施し、予防接種活動の強化、保健教育、ＨＩＶ／

エイズ対策活動等への技術支援を行った。また、ＵＮＩＣＥＦは、1997～ 2001年のプログラムに

おいて、政府の保健サービス地方分権を支援する 750万ドル相当の出資を計画している。

７－２　二国間援助機関の支援動向

ＥＵは、1993～ 96年にわたり国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）に対する研修および研究活動支援、

ならびにＵＮＦＰＡを通じた家族計画関連資機材の供与を行った（約 120万ドル）。ＥＵの支援は

今後も継続的に実施されるとみられている。カナダおよびスウェーデンは女性の地位向上にかか

る活動を支援しており、ベルギー、ドイツ、オランダ等多くのドナーが人口・家族計画分野で活

動するＮＧＯに対する資金援助を行っている。

７－３　ＵＮＦＰＡのテュニジアでの活動

ＵＮＦＰＡは、1974年よりテュニジアに対する協力を実施しており、ＵＮＦＰＡの第５次プロ

グラム（1996年に終了）までの累積支援額は 2,650万ドルに上る。過去のプログラムでは、人口関

連政策の策定および施行、家族計画・母子保健サービスの地方展開、サービス・プロバイダーの

研修、女性の地位向上等を支援し、テュニジアが南々協力においてリーダーシップをとるレベル

にまでその活動を成熟させることを側面支援した。しかしながら、家族計画（最近はリプロダク

ティブ・ヘルスに拡大）サービスの対象が依然として女性中心であること、およびサービス供給の

地域間格差が大きく日陰地域に対する効果的な活動が必要であること、等課題も認識している。

1997～ 2001年のＵＮＦＰＡ第６次プログラム（総額700万ドル）においては、以下のような活動

を計画している。

（1）リプロダクティブ・ヘルスの推進

① リプロダクティブ・ヘルス活動強化

家族計画に加え、性感染症、不妊、婦人ガン、閉経等計７つのコンポーネントに関する

サービス導入のためのプロトコール作成およびサービス・プロバイダーの研修を行う。
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② 思春期保健の拡充

ＮＧＯとの連携により、青少年に対するリプロダクティブ・ヘルス教育の普及と同時に

ＮＧＯ自体の運営管理能力の強化を目的とする。

（2）特に地方における人口と開発にかかる戦略策定支援

（3）アドボカシー

リプロダクティブ・ヘルスへの民間セクター、ＮＧＯ等の介入促進。

コミュニティー、宗教リーダー等に対する啓蒙活動。南々協力の推進支援。

また、ＵＮＦＰＡはＯＮＦＰで実施される国際研修コースへの周辺諸国からの研修員に対する

奨学金を Inter Regional Fund等により支援している（1997年は 60人）。テュニジアのプログラ

ムから直接国際研修センター（ＣＩＦ）への資金援助を行うのではなく、研修員に対する奨学金と

いうシステムをとっている理由は、「クライアント（研修員）」側に資金を付けることにより、質の

高い研修プログラムの提供を動機づけることにある。

７－４　ＮＧＯの活動

今次調査においては、ＮＧＯと直接協議する機会はなかったが、既存の資料等よりＮＧＯの活

動について概略を記す。

ＯＮＦＰと協調関係にあるＮＧＯは数多くあるが、特にＡＴＰＦ（テュニジア家族計画協会）、

ＵＮＦＴ（全国女性連合）、ＯＴＥＦ（テュニジア教育家族機構）とは関係が深い。ＡＴＰＦはＩＰ

ＰＦ（国際家族計画連盟）のメンバー団体であり、ＯＮＦＰよりも以前から主として都市部におい

て家族計画活動を実施している。活動内容はある程度限定されたものであるが、家族計画に対す

る男性の関与促進等ＯＮＦＰがこれまで参入していなかった分野における実績がある。

なお、テュニジアにはおよそ 5,000のＮＧＯが存在するが、一部ドナー機関は、そのうち堅実

に活動を行っているＮＧＯは 10～ 15団体と少ないとする旨コメントしている。
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８．相手国のプロジェクト実施体制

８－１　実施機関（ＯＮＦＰ）の概要

国家家族人口公団（Office National de la Famille et de la Population：ＯＮＦＰ）は

1973年、８省庁と３団体の協力により従来の組織を拡大的に改組され現在に至っているが、特に

保健省、地域開発計画省、家族女性省、社会事業省、科学教育省、青年児童省等との関係が強い。

ＯＮＦＰは組織的には総裁（Dr. Nebiha GUEDDANA）を頂点として、全国に職員約 1,200名と 23

の出先（＝県支部）を有している。これらの県支部は地域的特性や予算上の問題から活動の手法は

若干異にするが、住民に対する基本的なサービスの提供は共通である。

1974年（ＯＮＦＰ設置の翌年）人口家族計画推進のため、政府の最高機関として、総理大臣を議

長とする審議会（Conseil Superieur de la Population）が新設された。同審議会の目的は政府

の人口家族計画の基本方針の確認と、実行機関であるＯＮＦＰの支援としている。同時にＯＮＦ

Ｐは保健大臣の指導下にあって、次の６項目を実行することが同機関の使命であると明確に謳わ

れている。

① 経済的、社会的人口動態の動向調査と基本方針の策定。

② 法的根拠および国家家族計画制度の強化。

③ 家庭と家族の安定した生活の保障。

④ 関係者により伝達されるＯＮＦＰのメッセージ伝播のあり方の改善。

⑤ 市民にかかる情報および市民と家庭生活の保健など不可欠な指導情報サービスの提供。

⑥ 保健衛生と教育の必要性から特に家族計画、コミュニケーション、家庭擁護をテーマに

人材養成に関係する諸団体との協力についての検討。

これらの国家目標を具体的に実現するために、各州政府の指導によるとする旨制令により定め

られている。これを受けて州政府は州単位の「地域家族計画審議会」を設け州知事が議長を務めて

いる。

同地域家族計画審議会は地方や地域におけるＯＮＦＰの事業計画や活動方針が審議され最終的

に実行の可否を決定する機関である。

また地方や地域において家族計画事業を推進しているＮＧＯ団体の存在は大きい。特にＯＮＦ

Ｐは次の３団体と協調関係にある。

①　ＵＮＦＴ：Union National des Femmes Tunisiennes

②　ＡＴＰＦ：Association Tunisienne du Planning Familial

③　ＯＴＥＦ：Organisation Tunisienne de l'Education et de la Famille

ＯＮＦＰ本部では日常の具体的な業務として次のような活動を実施している。

①　家族計画のためのＩＥＣ（Information Education Communication）活動。
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②　フランス語圏およびアラブ圏を中心とした国際研修の実施。

③　乳幼児および婦人に対する医療相談。

④　基礎調査の実施。

⑤　ＮＧＯなど諸団体に対する技術支援および相談。

８－２　実施機関（ＯＮＦＰ）組織

ＯＮＦＰは現在、活動内容の拡大の伴う機構改革を実施しており、改革案はすでに保健省の承

認を受け大統領府において検討中であり、本年末までに決済予定である。したがって、カウンター

パート部局の選定は改革の進捗状況を見据えつつ、今後検討することが妥当と考えられるが、現

段階での組織図は以下のとおりである。
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８－３　実施機関（ＯＮＦＰ）予算

ＯＮＦＰの予算収入は大きく分けて以下の３つに分類される。

1） 国家助成金

2） ＯＮＦＰ独自の収入

3） 国際機関よりの援助

1）の国家助成金は常にＯＮＦＰ運営総予算の65～ 80％以上を占めるものであり、主に人件費を

含む運営費および施設・設備に関する建設・維持管理費に充てられている。

2）のＯＮＦＰ独自の収入は、さらに以下の３項目に分けられる。

① 避妊薬の販売収入

② 国際研修センターよりの収益

③ 銀行口座の利子

上述のＯＮＦＰ独自の収入は現在のところＯＮＦＰ運営総予算の３～７％を占めるに過ぎない

が、年々増加の傾向にある。

3）の国際機関よりの援助は、総予算の 20～ 30％を占め、主にＯＮＦＰの活動費に充てられる。

この国際機関よりの収入は、ＵＮＦＰＡが結ぶ協力協定（資金協力）のほかに既述の避妊薬供与や

ＪＩＣＡの視聴覚機材供与等も含まれる。

第７次５カ年計画および第８次５カ年計画におけるＯＮＦＰの投入予算項目は大きく分けて以

下の３項目に分類される（各５カ年計画の予算投入内訳は表８－１、８－２を参照されたい。）

1） 運営費（人件費含む） （BUDGET DE FONCTIONNEMENT）

2） 設備投資・維持管理費 （BUDGET D'INVESTISSEMENT）

3） 普及活動費 （BUDGET DES ACTIVITES）

各項目の投入費目は以下のとおりである。

1） 運営費

・ＯＮＦＰ職員給与／出向職員給与＊／避妊具・薬／諸雑費

2） 設備投資・維持管理費

・施設建設／車両関係／施設維持管理／コンピューター環境／医療機材／諸雑費

3） 普及活動費

・避妊具／医療機材／車両関係／研修（国際・国内）／ＩＥＣ活動／調査／評価

　技術援助（テクニカル・アシスタンス）＊＊／視聴覚機器／施設維持管理／諸雑費

＊の出向職員はほとんどが保健省より出向の医師・助産婦であるが、一部他省庁よりの出向

職員もいる。

＊＊の技術援助（テクニカル・アシスタンス）とは、外部からの専門家の招聘を意味する。（例：

視聴覚センター建設にかかわる外部建築家との委託契約）
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第９次５カ年計画における予算投入内訳（表８－３参照）も第７次、第８次と大差はないが、特

筆すべきは運営費（人件費）において新規採用職員を見込んでいることおよび関係団体への助成金

を予算計上していることであろう。第９次５カ年計画以降、ＯＮＦＰとしても現場の普及活動に

おいてＵＮＦＴ（テュニジア女性連盟）やＡＴＰＦ（テュニジア家族計画協会）等のＮＧＯとの連携

を強める方針であることが読み取れる。

設備投資・維持管理費においては、本部施設建設と研修センター建設が特記事項としてあげら

れる。どちらもすでに土地は取得済みであり、本部建設は国家助成金、研修センター建設は世界

銀行よりの資金協力で行うとの情報があった。また、地方支部整備費の中にアリアナ母子衛生調

査研究センター（ＷＨＯのパイロットセンター）の拡充計画が含まれている。

普及活動費に関しては新たにＵＮＦＰＡと国際研修に関する協定を結んだため研修に関する投

入が飛躍的に増加している。また、1999年には「女性・家族・人民（仮称）」と題する国家レベルで

の調査が予定されているため、調査／評価の費目が大きく伸び、またこれに関連してデータ処理

用としてコンピューター環境の整備が計上されている。最後の視聴覚センターの費目とは、プロ

ジェクト方式技術協力（以下、プロ技）によって機材供与され専門家指導のもと視聴覚教材制作が

行われている視聴覚制作センターでの教材制作および運営にかかわる予算であるが、ＪＩＣＡプ

ロ技からの援助（カセットテープ購入、役者謝金等）は計上されてなく、基本的に自主制作の方針

を貫いている。

出典および参考資料

NOTE SUR LE FINANCEMENT DES ACTIVITES DE L'ONFP PENDANT LES VIIeme PLAN ET VIIIeme

PLAN ET PROJECTIONS POUR LE IXeme PLAN（ONFP）
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８－４　カウンターパートの配置計画

現行のプロジェクト実施体制については、プロジェクト側から附属資料③のとおり概念図を入

手している。

現行の体制では、プロジェクトの各専門家はそれぞれのカウンターパートへの技術移転を行う

というよりは、専門家団としての組織的対応を重視している由であった。次期プロジェクトにお

いても同様の形式をとるのか、あるいは各専門家に対応するカウンターパートをそれぞれ配置す

るよう先方に依頼するのか現時点では明確ではないので、テュニジアの現地事情やこれまでの慣

習を踏襲しつつ考えていくべきである。しかしながら、技術移転上は各専門家に固定的なカウン

ターパートの配置が望ましいので、このような方法をとった場合にどのようなデメリットが生じ

るのか検討しつつ、これまでのプロジェクトと先方ＯＮＦＰ側の関係を再整理する必要があろう。

なお、先方ＯＮＦＰは現在、機構改革中であり、内部機構、人員配置に大幅な変更が生じると

のことであり、同改革については現在、国会で審議中とのことであった。そのため、調査団は改

革後の機構図等については入手できなかったが、今後予定されている長期調査や実施協議調査な

どの機会を利用して入手することを考えている。

８－５　政府関係機関の支援体制

ＯＮＦＰは、８省庁と３団体の協力により活動する機関であるが、８－１で前述したとおり、特

に保健省、地域開発計画省、家族女性省、社会事業省、科学教育省、青年児童省等との関係が強

い。また、1974年に設置された総理大臣を議長とする人口問題最高審議会が、政府の人口家族計

画の基本方針の確認およびＯＮＦＰに対する支援を行っている。

地方レベルでは、各県自治体が県知事が議長を務める「地域家族計画審議会」を設け、当該地域

におけるＯＮＦＰの事業計画および活動方針を審議している。また、保健省の県事務所は、ＯＮ

ＦＰの県支部と密接な協力関係にあり、保健省が管轄するクリニックおよび母子保健センター等

においてもリプロダクティブ・ヘルス・サービスの供給が行われている。
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９．プロジェクトの協力計画

９－１　協力の方針と目的

「テュニジアにおけるリプロダクティブ・ヘルスの向上」を上位目標とし、「教育教材の企画・制

作・普及にかかる包括的な能力向上を通じたテュニジアのリプロダクティブ・ヘルス教育の強化」

をプロジェクト目的としたプロジェクトを今後、先方と検討することとした。なお、リプロダク

ティブ・ヘルス教育に関する技術移転にあたっては、限定的な分野（例えば、教材作成に関する印

刷機稼働にかかる技術移転）のみにとどまることなく、リプロダクティブ・ヘルスに関する教材作

成のトータルな面、つまり、企画立案、教材作成、同教材を用いての住民への普及教育実施、モ

ニタリング、評価を本プロジェクトの視野に入れる必要がある。

９－２　協力の概要および各分野の協力計画

分野として、印刷機材にかかる技術移転、教材作成、リプロダクティブ・ヘルス教育、ＩＥＣ、

コンピューターによるデータベース製作などがあげられるが、今回の調査では各分野の具体的な

活動内容の協議までには至らなかった。

なお、参考までに相手国側要請に対する考察を付記しておく。

〈要請に対する考察〉

相手国側の協力要請の概要は、次の４点に重点が置かれた。

①　視聴覚センターの維持強化

②　印刷所の近代化／情報ネットワークの構築

③　現モデル地区に２カ所（シジブジとケロワン）を追加

④　協力期間（５年間）

（1）視聴覚センターの維持強化

ようやく一人立ちするところまで来たというのが、フェーズ１での評価であるが、求め

る質によって議論があるところである。放送に耐えられるスポットなどを良質、かつ定期

的に提供するには、今一歩であるが、教材としてのビデオ制作なら、現行の能力で十分だ

という評価がある。

リプロダクティブ・ヘルス教育促進に伴って、対象人口の増加と対象グループの多様化

に対応するため、教材を多様化するのなら、ビデオ以外の教育メディアの充実を図るのが、

目的に合致した対応となろう。
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（2）印刷所の近代化／情報ネットワークの構築

「印刷所の近代化」とは４色の印刷機一式を供与してほしいとの要請である。すでに１色

刷りの印刷機があり、版下作り、製本の技術者がフル稼働しており、所長も印刷について

は、技術的見識もある人物なので、技術移転にはあまり時間をかける必要はない。一方、

ネットワークの構築については、その範囲、ソフトの開発、人材の養成など全面的に協力

するとなると、かなりの期間ならびに予算が必要となる。施設面でみると、印刷所は現在

改造中であり、情報ネットワークの構築については新しい建物を設計／施工の段階にある

ので、両者とも大きな問題はないようである。ローカルコストについても詳しくは調査し

ていないが、さして大きな問題はないと思われる。

印刷機の老朽化に伴う最新機材一式の現地購入費は、先方の見積もりによると、およそ

１億 8,000 万円である。詳細は調査中であるが、必要最小限の機材に止めれば、およそ

6,000～ 7,000万円程度で十分だと思われる。

情報ネットワーク構築について、当方は「構築には、それ相応の予算と長期間の協力が必

要で、それ自身ひとつの独立したプロジェクトになる」と述べ、暗に撤回を求めた。それに

対して、先方は「予算規模に合わせて縮小案を提出してもよい」と述べたが、詳細は不明で

ある。感触として、印刷所の近代化に比較すればプライオリティは低いと思われる。

（3）現モデル地区に２カ所（シジブジとケロワン）を追加

新たに２地区を追加するかどうかを議論する前に、モデル地区の性格と活動内容をイ

メージするのが先決であり、モデル地区で期待されている活動を明確にすべきである。

フェーズ１で、先方が高く評価しているのは、タタウィン地区での岩崎専門家による規

模の大きい調査である。しかもフランス語による密度の高いレポートの提出にあった。か

つ、副産物として男性教員によるボランティア活動を創出し、草の根無償で集会所を建設

した。先方は、ＪＩＣＡが期待する調査実施に際しての技術移転を望んでいるとは思えな

い。むしろ、役務提供型の調査のようである。双方、調査に対するイメージ、期待が統一

的に理解されていないようである。

また、プロジェクトのデザインをする際に、プロジェクトの効果を測定するために、モ

デル地区で、開始前と事後の調査を活動計画に入れがちだが、態度の変容を目的とする人

口教育分野での効果測定は、他のさまざまな要因が影響するため、モデル地区をプロジェ

クト活動の効果測定に使うことに疑問がある。効果測定をするのなら、別の指標を考える

べきであろう。

フェーズ２は教材制作を目標にするプロジェクトであるから、モデル地区での活動を決

めるに際して、以下の点に留意するとよいと思われる。



- 33 -

・モデル地区で何が問題か

・問題解決にはどのような活動が必要か

・その際必要となる教材の内容と種類は何か

・ＡＶセンターでの教材制作

・その教材は目的に沿って利用されているか

・ターゲットオーディエンスに理解されたか

・理解の障害になったものは何であったか

・反応調査などのデータは企画・制作部門へフィードバックされたか

・次の教材制作に生かされたか

（4）協力期間

先方の要請は５年、当方は３年を提案しているが、今回は協力期間にまで協議が及ばな

かった。プロジェクトの規模と活動内容に応じて、双方論拠を示しつつ、協議すべき項目

である。

９－３　専門家派遣

リーダー、調整員、各分野の専門家の構成については、今回の調査では具体的な部分まで言及

できなかった。ただし、予算上の制約を考慮すれば最大で５名程度の長期専門家構成が可能であ

る。

９－４　研修員受入れ

現時点では具体的な分野までは言及していないが、予算上の制約を考慮すれば年間３名程度と

なろう。

９－５　機材供与

今後、実施予定の短期調査で具体的な印刷機材供与の規模、印刷機材以外の機材の概要につい

て調査される予定である。

９－６　ローカルコスト

本協力の開始にあたり相手国側が負担するローカルコストについては具体的な話し合いはなさ

れなかった。現在進行中のプロジェクトではこれに関する問題は特に生じていないため、特に問

題はないものと推測される。
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１０．相手国側との協議結果

先方の要請内容を聴取したところ、先方はこれまでの協力の成果を踏まえ、次期プロジェクト

においてはより広い概念であるリプロダクティブ・ヘルス教育への取り組みをメインとした内容

にしたいとのことであった。プロジェクト目的としては「リプロダクティブ・ヘルス計画の実施手

段・体制を教育・指導、研究の側面で強化していく」ことをあげており、既存のＡＶセンターの強

化、既存の印刷所の強化（機材更新）、資料情報センターのコンピューター化とデータベースの構

築、国際研修センター（ＣＩＦ）のための教材作成、国際機関・ＮＧＯ等との連携に基づく各種セ

ミナーの開催、リプロダクティブ・ヘルスに関するＩＥＣ調査の拡充（住民への知識普及に関する

受容調査や行動変容に関する調査等）などを活動の項目としてあげている。

これらについて、調査団はより詳細な情報を求めたが、現時点では具体性およびプロジェクト

全体の一体性を欠いており、今後の調整が必要である。ただし、先方のイメージとしては、以下

の構成を考えているようであった。

（1）機材の拡充については印刷教材の整備がメイン、先方の言によればこれまでＡＶセンター

への機材供与が中心であったものを、同じスキームで印刷機材に変更する。

（2）また、あわせて資料情報センターのコンピューター整備と既存資料に関するデータベース

の構築を行う。

（3）リプロダクティブ・ヘルスについては、これまで同分野の短期専門家が実施してきたよう

な、セミナー形式でのリプロダクティブ・ヘルスセミナーを開催する。

（4）ＩＥＣ分野については、これまでＩＥＣ短期専門家が実施してきたようなモデル地域での

インパクト調査を行い、教材の作成に反映させる。

特に、上記のうち先方が強調しているのは印刷機材の整備であった。これは、現フェーズで実

施したＡＶスタジオの整備と同じ方法、つまり印刷機材の供与と当該分野の長期専門家派遣、研

修員受入れにより技術の移転を図りたいというものであったが、先方の希望している機材供与の

規模が印刷機材のみで１億 8,000万円であり、プロジェクト活動のほとんどの部分が印刷機材に

関する分野に集約されてしまうことが危惧された。

調査団側としては、リプロダクティブ・ヘルスに関する教材作成のトータルな面、つまり、企

画立案、教材作成、同教材を用いての住民への普及教育実施、モニタリング、評価を本プロジェ

クトの視野に入れることを考えており、先方もその点については同意していた。しかし、具体

的な活動項目の協議になると前述のとおり印刷機材の供与を先方が強調するので、調査団は先方

が示す現行の印刷機材案についてその規模、数量の妥当性の根拠（例えば、１年間の印刷枚数、印



- 35 -

刷教材の作成計画など）を求めたが、先方から明確な説明は得られなかった。

これらのことから、ミニッツでは合意した事項のみの記述にとどめることとし、以下のとおり

記載した。

（1）合意事項

・プロジェクトの名称：テュニジア国リプロダクティブ・ヘルス教育強化プロジェクト

・上位目標 ：テュニジアにおけるリプロダクティブ・ヘルスの向上

・プロジェクト目的 ：教育教材の企画・制作・普及にかかる包括的な能力向上を通じた

テュニジアのリプロダクティブ・ヘルス教育の強化

・日本側技術協力 ：専門家の派遣、研修員の受入れ、機材の供与

・先方実施機関 ：国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）

（2）今後の検討課題として残された事項（テュニジア側の要望）

プロジェクトのアウトプット、活動、期間等については先方要請書を参照のうえ別途、双

方で検討することとした。

日本側としては印刷機材の供与と印刷機材の稼働に関する技術移転が大勢を占めるようなプロ

ジェクトの形成は考えておらず、あくまで前述のとおりリプロダクティブ・ヘルスに関する教材

作成のトータルな面での協力を想定している。したがって、印刷機材の供与の規模が過大でなく、

かつ、プロジェクト全体のなかでの位置づけが明確であれば、印刷機材の供与を否定するもので

はない。しかしながら、これら情報について今回の調査では明確な資料が入手できなかったので、

今後、実施協議調査に先立ちプロジェクト内容の整理のために短期調査（印刷機材、リプロダク

ティブ・ヘルス、ＩＥＣ等の分野）を実施することが必要であろう。
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１１．プロジェクト実施の妥当性、提言

現時点では、先方の要請が印刷部門の強化に傾斜しているため、プロジェクトのアウトプット、

活動内容については合意に至らなかった。しかし、双方は「教育教材の企画・制作・普及にかかわ

る包括的な能力向上を通してリプロダクティブ・ヘルス教育の強化」をプロジェクトの目的として

合意した。当方が提案した「たたき台」の主旨に、その一部として「印刷所の近代化」を含めるなら

ば、プロジェクト実施の妥当性は認められるであろう。

「たたき台」の主旨を整理すると次のようになる。

①　活動テーマを家族計画からリプロダクティブ・ヘルスに拡大する

②　ＡＶセンターのメディアの多様化を進め、リプロダクティブ・ヘルスの教育促進に適切

な教材を制作する

③　モデル地区を「モニタリング地区」と名称を変更して、原則として制作した教材が適切で

あったかをサンプル調査する地区と規定する

④　機材供与、専門家派遣、研修員受入れ

（1）リプロダクティブ・ヘルス

先方は、すでに性感染症、産前産後検診、青少年教育、更年期障害などに関する教育啓

蒙活動を展開し始めている。家族計画からリプロダクティブ・ヘルスへのテーマの拡大に

ついては、日本からの援助は複数の短期専門家派遣で対応すべき分野であろう。

（2）ＡＶセンターのメディア多様化

フェーズ１の中心であったビデオ教材制作は、一応自力で制作が可能となった。また、Ｄ

ＴＰについては、印刷教材の版下までなんとかできるようになったと思われる。今後は、こ

れまでの所産を活用しフォローする程度のＡＶセンターの維持強化にとどめるのが妥当で

ある。なお、専門家は、あるメディアに精通していると同時に、多様なメディア制作に助

言ができる幅広い経験のある人材が望ましい。

「印刷所の近代化」については、先方が主張するようにフォローアップの中心であったＤ

ＴＰの延長として、パソコンに連結するプリンターの拡充であれば、メディアの多様化の

一環として無理なく受け入れられよう。しかし、先方はパソコンレベルのプリンターでは

なく、これまで外注していた大型のポスター、美しい印刷物など、完成度の高い印刷物を

大量に印刷できる４色刷り輪転機導入を要請し、これをフェーズ２のメインに据えようと

しているところから問題が発生した。老朽化した印刷機を近代化することが、教育促進と

どう関連するのかという議論を呼び、双方で合意できなかった点である。
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また、印刷機一式がプロジェクトの予算に占める割合とも関連するという議論もあろう。

もし、「印刷所の近代化」がメディアの多様性の一環として容認されるなら、現在進行中

の印刷所の建て増しで施設は準備されているので問題はない。技術陣については、経験も

十分であると判断されるので、印刷の長期専門家を派遣すれば、技術移転の効果はかなり

期待される分野であろう。

（3）モデル地区

「９－２　協力の概要および各分野の協力計画」の（3）で述べたように、これまで、モデ

ル地区での活動方針が双方とも明確でなかったことを指摘した。では、フェーズ２で何が

活動方針になるかを探ってみよう。

現在のモデル地区であるタタウィン県の視察で得た印象は次の２点である。

①　トップダウンの構造がうまく機能して、国家家族人口公団（ＯＮＦＰ）本部の活動

方針が家族計画活動に反映され、日陰地区と呼ばれる末端まで浸透している。

②　「ＩＵＤが避妊方法の中心となっているが、それは普及員、看護婦などに教育が行

き届き、手術などに必要な衛生環境と技術が整っていることを物語る」と同行の

橋本団員が指摘している。

以上２点から推論すると、日本人専門家が、直接啓蒙・普及活動にかかわる必要はない

と思われる。しかも、こうした日陰地区での普及活動は、テュニス在住のテュニジア人で

さえ困難であり、地元出身の人でなければできない状況があるという。こうした状況を考

慮すれば、まして、日本人専門家の活動の場ではない。

このような条件下では、今回のテーマである多様なメディアによる教材が、日陰地区で

どのように受け止められるのかを調査することは可能な活動である。新しく制作した教材

の反応調査を行う地区としてモデル地区を位置づけるのが賢明である。

具体的には、新しい教材ができると、モデル地区でその教材を利用する普及員や草の根

の人たちから、その教材に対する反応を調査する。その結果を教材の企画・制作活動に生

かすチャンネルを構築する。全国向けに制作された教材は、モデル地区でも十分に理解さ

れているのか、理解を妨げているものがあれば、それは何か。利用されている現場で、利

用直後に反応調査を行えば、具体的なデータが収集される。

こうした新しい教材に対する反応調査はモデル地区だけで行う場合、各地で実施しなけ

れば、比較ができないという議論もあろう。日陰地区という特殊な地区に限定すれば、サ

ンプルとして偏りがあるということもあろう。しかし、中央のテュニスＡＶセンターで制

作された教材がどのように利用され、どのように理解されて、どのような反応があるかを

知ることは、適切な教材を制作する際、欠かせない作業であることは確かである。つまり、
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現在のモデル地区を、原則として教材利用のモニタリング地区とする提案である。

教材のモニタリング地区として利用する一方、その地方の特徴を考慮した教材を開発す

るという考え方もあろう。タタウィンでは岩崎専門家は「男性に対する教育」が課題だと指

摘している。カスリンでは「噂」が問題になっているようだ。こうした問題を解決するには、

ＯＮＦＰ本部のコミュニケーション部、家族保健部、メディカルサービス部が問題を発見

し、活動を組織し、各支部が実施に移す必要がある。こうした過程で専門家の助言も必要

になると考える。この活動実施にあたっては、各部が知恵を絞った企画を受けて、地域に

根ざした教材を制作することに特に、留意すべきである。

ＯＮＦＰの構造は、トップダウンのチャンネルとしては効果的に機能しているが、地方

から中央へ意見や要望を吸い上げるチャンネルとして機能しているかについては、かなり

疑問が残る。しかし、地方の声を中央へ上げる機能は早晩必要になってくるだろう。今回

の協議中も、地方の特徴を生かした教材制作が必要だとの意見がたびたび聞かれた。しか

し、こうした試みはこれまで実施されたことはなかったようだ。年に数本程度、モデル地

区から吸い上げた要望に従って、教材の制作を試みてもよいのではないだろうか。こうし

た活動を通して、徐々にではあるが、地方の声を中央に反映していくチャンネルが立ち上

がっていくことになろう。

つまり、モデル地区を原則として新しい教材の反応調査地区として活用し、年に１本程

度、その地区のニーズを色濃く反映させた教材を制作するという図式である。調査は小規

模ながら、即時的かつ組織的に行われるので、長期の専門家が必要となる。言うまでもな

いことだが、この専門家は各地に出張するので、それに見合う現地業務費が予算化される

べきである。

もうひとつ、これは未だにアイディアの段階であるが、ＯＮＦＰ 23支部と本部をローカ

ルネットワークで結ぶという構想も考えられる。タタウィンの視察で、診療所には全国同

一のフォーマットで来所した患者の症状・目的・フォローアップを記載したかなり詳細な

記録がある（Registre d'Activites）。リプロダクティブ・ヘルス教育でテーマが拡大すれ

ば、膨大な資料が蓄積されることになる。これらのデータをネットワークで本部に送り、集

計・分析することで新しいリプロダクティブ・ヘルス関連の教育活動や政策が生まれる可

能性がある。先方が主張している情報ネットワーク構築の一環として検討の余地があろう。

ソフトの開発を含めて 23支部にパソコンを配備し、本部にサーバーを設置して、ローカル

ネットワークを構築するなら、機材供与、専門家派遣、研修員の受入れなどプロ技として

の妥当性も十分にある。「印刷所の近代化」の代案として先方に打診する材料のひとつにな

るかもしれない。

以上、アイディアを含めたデザインが「たたき台」として提出した骨子である。十分に検
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討しないまま、「印刷所の近代化」で対立してしまったが、こうした主旨を柱に据えるなら、

プロジェクトの妥当性は十分ある。
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